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令和6年元日に発生した能登半島地震にて、
多くの方々が犠牲になられたことをお悼み申
し上げ、御遺族の方々、被災された方々に、
謹んでお見舞いを申し上げます。
この震災を受け、初期の段階から、産官の
衛星事業者は、衛星データの提供などにおい
て被災状況の把握に貢献しました。一方で、
衛星データを十全に活用するには、コンステ
レーションの構築を含め、機数を増やすこと
による即応性の向上や、発災前のアーカイブ
データ蓄積なども緊要です。令和6年の年始
にあたり、災害における宇宙の利用が不可欠
であることと、そのための喫緊の課題を改め
て思い知ることとなりました。

1．初の「宇宙安全保障構想」策定と「宇宙
基本計画」の改定
宇宙をめぐって激化する国際情勢に、我が
国が遅れをとってはならないとの思いから、
昨年6月、我が国の宇宙活動の自立性を維持・
強化し、宇宙先進国として世界をリードして
いくべく、3年ぶりに「宇宙基本計画」を改
定し、今後20年を見据えた10年間の宇宙政策
の基本方針を示しました。

（1）宇宙安全保障構想： 宇宙安全保障の「三
つのアプローチ」
一昨年末、「国家安全保障戦略」が閣議決
定されましたが、その中では、宇宙が大きく
クローズアップされ、政府として初めて、宇
宙の安全保障の分野の課題と政策を具体化さ
せる政府の構想を取りまとめることとされま
した。これを「宇宙安全保障構想」として策
定し、宇宙安全保障上の目標やその達成のた
めの三つのアプローチなど示しました。
三つのアプローチの第一は、安全保障のた
めの宇宙システム利用の抜本的拡大（「宇宙
からの安全保障」）、第二は、宇宙空間の安全
かつ安定的な利用の確保（「宇宙における安
全保障」）です。この全体像は「安全保障の
ための宇宙アーキテクチャ」として示してい
ます（図1）。これを実現する第三のアプロー
チが、宇宙産業支援・育成による、安全保障
と宇宙産業の発展の好循環の実現であり、政
府のニーズを明確に示し、予見性が確保でき
る民間部門の投資の促進を図ります。
この「宇宙安全保障構想」を、新たな「宇
宙基本計画」における安全保障分野の個別事
業に反映しています。

年頭にあたって

内閣府宇宙開発戦略推進事務局

　局長　風木　淳
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（2）宇宙基本計画： 宇宙利用の「将来像」を
実現する
改定した「宇宙基本計画」の主要論点の一
つは、宇宙利用の「将来像」と、その実現に
向けた取組を示したことです。宇宙をめぐる
世界の動向を鑑み、各国が、変化する安全保
障環境下で、宇宙空間の利用が加速している
とともに、宇宙の安全で持続的な利用を妨げ
るリスクと脅威が増大していること、民生分
野を含め、経済・社会が宇宙システムに依存
度を高めていること、商業宇宙活動が加速
し、とりわけ宇宙ソリューション市場が拡大
し、宇宙産業が構造変革を生じていること、
深宇宙を含めた探査活動も活発化しているこ
と、宇宙へのアクセスの必要性が増している
こと――こうした環境認識のもとに、「宇宙
安全保障」、「国土強靱化・地球規模課題への
対応とイノベーションの実現」、「宇宙科学・
探査における新たな知と産業の創造」及び「宇
宙活動を支える総合的基盤の強化」の4つの
領域で、具体的アプローチを提示しました（注
1）。
昨年5月、G7仙台科学技術大臣会合が開催

されました。その際、「宇宙における安全保
障」にも関わることですが、スペースデブリ
問題への対処の重要性や、スペースデブリの
低減と改善に関する取組歓迎の旨が、高市早
苗科学技術・宇宙政策担当大臣のリーダー
シップにより、この会合のコミュニケ、さら
に、G7広島首脳コミュニケに盛り込まれま
した。これを踏まえ、宇宙交通管理の国際的
なルール整備に向けた取組を進め、また、商
業デブリ除去実証衛星の打上げ・運用に向け
ても引き続き取り組んでまいります。
さらに、我が国の宇宙開発の中核機関であ
る宇宙航空研究開発機構（JAXA）における、
企業や大学などへの資金供給機能を強化する
ことと、新たに策定する「宇宙技術戦略」に

基づき、技術開発を強化することも、本計画
の大きなポイントです。

2．「宇宙戦略基金」の創設と「宇宙技術戦略」
の策定

（1）宇宙戦略基金： 技術力を革新し、底上げ
する
昨年の臨時国会において、国立研究開発法
人宇宙航空研究開発機構法（JAXA法）の一
部を改正する法律と令和5年度補正予算が成
立しました。これによって、「宇宙戦略基金」
を創設し、JAXAが積み重ねてきた実績や知
見も活用しつつ、民間企業や大学などが主体
的に行う、技術開発や商業化を複数年度にわ
たって支援することを可能にしました。昨年
の補正予算措置額は、文部科学省、経済産業
省及び総務省で総計3,000億円であり、速や
かに1兆円規模を目指します。
本基金は、宇宙輸送・衛星・探査の3分野
において、商業化支援／社会課題解決／フロ
ンティア支援の3つの方向性に沿って、推進
すべき技術開発のテーマを総合的に支援しま
す。これを通じて、我が国の宇宙関連市場を
拡大し、宇宙を利用して地球規模・社会課題
解決に貢献し、知の探究活動の深化と基盤技
術力を強化することが目標です。
現在、公募に向けて、内閣府を中心に、関
係省庁と連携して、具体的な運用方針などの
準備を進めています。
なお、必要な投資額が大きく、収益化まで
に時間を要する宇宙分野の産業育成のために
は、先端技術開発や技術実証の戦略的推進と
ともに、政府調達によって、商業化の下支え
や技術力の向上を図ることも重要であり、こ
れらは政策的には ‶車の両輪” であるべきで
す。「宇宙戦略基金」が培うべき技術の利用



2024年1月　　第841号

9

も含め、「出口」となる需要を生み出す、政
府調達をはじめとする方策についても、政府
として一層検討を進めたいと考えています。

（2）宇宙技術戦略： 我が国の強みと自律性を
強化する
「宇宙基本計画」では、「宇宙技術戦略」を
新たに策定し、最新動向を踏まえ、継続的に
改訂（ローリング）することを決定しました。
世界の技術開発トレンドやユーザーニーズの
継続的で的確な調査分析を踏まえ、安全保
障・民生分野において横断的に、我が国が開
発を進めるべき、“勝ち筋”たる技術を見極
め、その開発のタイムラインを示します。
「宇宙技術戦略」では、衛星、宇宙科学・
探査、宇宙輸送の技術分野について、安全保
障や宇宙科学・探査ミッション、商業ミッショ
ン、また、それらミッションに実装する前段
階の先端・基盤技術開発に加え、民間事業者
を主体とした商業化に向けた開発支援につい
て道筋を示していきます。
この開発の道筋の検討にあたっては、必要
な宇宙活動を自前で行うことができる能力を
保持（「自立性」の確保）するために、① 我
が国の技術的優位性の強化、② 経済安全保
障環境の変化と、我が国の宇宙活動を支える
サプライチェーンが断絶するリスクを念頭に
置いたサプライチェーンの強化（サプライ
チェーンの「自律性」の確保）に資する、技
術開発を推進します。
現在、宇宙政策委員会での議論や、業界団
体や学術界等からのヒアリングも実施し、多
様な御意見を伺いながら、令和5年度中の策
定に向けた作業を進めております。

3．「宇宙基本計画工程表」の改訂
昨年12月22日、宇宙開発戦略本部が開催さ
れ、「宇宙基本計画工程表」が改訂されまし

た。この工程表には、
•　 準天頂衛星システム11機体制に向けた検
討・開発への着手をはじめとする、宇宙
安全保障構想の実現への取組

•　 省庁による衛星リモートセンシングデー
タの活用促進

•　 「アルテミス計画」における、有人与圧
ローバの本格的な開発への着手をはじめ
とする、宇宙科学・探査の推進

•　 「宇宙技術戦略」や「宇宙戦略基金」の
活用を通じた、スタートアップを含む企
業や大学による宇宙開発への支援

•　 G7広島首脳コミュニケも踏まえた、宇宙
デブリ対策

•　 H3ロケット試験機2号機の今年度中の打
上げ

など、日本が今後取り組むべき重要事項を盛
り込みました（詳細な概要は図3）。
また、この本部会合で、岸田総理は下記4
点を特に強調しました。
① 今年度中にH3ロケット試験機2号機を打ち
上げ、我が国の宇宙活動の自立性確保と、
国内外の需要獲得を通じた産業基盤の強化
に繋げること

② 「宇宙技術戦略」や「宇宙戦略基金」も活
用し、スタートアップを含む企業や、大学
による宇宙開発を強力に支援すること。併
せて、政府による衛星リモートセンシング
データの活用を進めること

③ 同盟国・同志国との連携を強化し、宇宙安
全保障構想の実現に向けた「連合宇宙作戦
イニシアチブ」への参加や、国際的な月面
探査計画である「アルテミス計画」を、着
実に推進すること

④ 宇宙デブリへの対策として、宇宙デブリ除
去実証衛星の打上げや、国際的なルール形
成に向けた取組を加速すること
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4．結びに： 社会を、守り、支え、豊かにし
ている宇宙。国民の皆様へのアピールを！
ここで、日本航空宇宙工業会の皆様に、お
願いしたいことがございます。日々、宇宙産
業や技術開発に取り組まれている皆様にとっ
ては、宇宙は必ずしも遠い存在ではなく、宇
宙産業や宇宙関連技術が、日常生活に直結し
ているのは当たり前のことかもしれません。
しかし、業界――それは政府の中で宇宙政策
に携わる、我々役所の部局も含みます――の
外に一歩出ますと、これは自明のことではあ
りません。
皆様には是非、“宇宙開発と宇宙利用が、
我々の生活を、守り、支え、豊かにしている”
ということを、業界内外に、広くアピールし
ていただきたいと存じております。それが、
宇宙の開発と利用への、国民全体の理解に繋
がり、国を挙げて後押しする原動力になりま
す。宇宙に携わることを志す、次代の人材を
育てることにもなるでしょう。我々政府も、
この点にも力を入れてまいります。
なお、改定した「宇宙基本計画」の冊子は、

表紙デザインをイラストレーターのHi there氏
にお願いしました。我が国の宇宙開発利用の
広がりを、地上から低軌道、月、そして火星
以遠の深宇宙へと進んでゆく、夢のあるデザ
インに表現していただきました（図3）。この
場をお借りして、改めて御礼申し上げます。
日本航空宇宙工業会の皆様をはじめ、産業
界の皆様には、昨年も多大な御助力を賜り、
感謝申し上げます。本年も、倍旧の御理解と
御協力のほど、何卒お願い申し上げます。

注
（1） 「宇宙基本計画」の具体的な内容の概要

は、次の文献を御参照ください：  
高市早苗（2023）「宇宙産業の力で「国力」
の強化を：新たな「宇宙基本計画」と「宇
宙安全保障構想」を実行に移す」『月刊
経団連』（日本経済団体連合会編）．  
71 （9）, 68-70．https://www.
k e i d a n r e n . o r . j p / j o u r n a l /
monthly/2023/09/p68.pdf
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安全保障のための宇宙アーキテクチャ

【凡例】※ ⺠間が保有する衛星 ※※ 同盟国等が保有する衛星 ※※※現時点で保有形態⼜は保有が決まっていない衛星 光通信 電波等
・ 記載している衛星・ロケットの数、上下位置、通信を⽰す線は⼀例であり、それぞれ実際の衛星数、軌道⾼度、ネットワークを⽰すものではない。
・ 下線は、新たに導⼊や利⽤が検討されている衛星等を⽰す。

図1：安全保障のための宇宙アーキテクチャ
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た
衛
星
活
⽤
の
検
討
等
、利
⽤

省
庁
等
で
の
衛
星
リモ
ー
トセ
ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ
の
活
⽤
を
加
速
さ
せ
る
とと
も
に
、「
衛
星
リモ
ー
トセ
ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ
利
⽤
タ
ス
ク
フォ
ー
ス
⼤
⾂
会
合
」を
20
23
年
度

内
に
開
催
す
る
。

•
線
状
降
⽔
帯
や
台
⾵
等
の
予
測
精
度
を抜
本
的
に
向
上
させ
る⼤
気
の
３
次
元
観
測
機
能
、太
陽
活
動
等
に
よる
我
が
国
上
空
の
宇
宙
環
境
の
変
動
を
観
測
す
る

セ
ン
サ
な
ど最
新
技
術
を導
⼊
した
ひ
ま
わ
り1
0号
に
つ
い
て
、
20
29
年
度
の
運
⽤
開
始
を
⽬
指
し、
着
実
に
整
備
を進
め
る
。

•
温
室
効
果
ガ
ス
・⽔
循
環
観
測
技
術
衛
星
（
G
O
SA
T-
G
W
）
の
20
24
年
度
打
上
げ
に
向
け
、プ
ロト
フラ
イト
モデ
ル
の
製
作
・試
験
を進
め
ると
同
時
に
、2
02
4

年
末
まで
に
、世
界
に
先
駆
け
て
開
発
した
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
推
計
技
術
の
中
央
ア
ジ
ア
、イ
ン
ド等
へ
の
普
及
の
取
組
を
推
進
す
る
。

•
官
⺠
連
携
に
よる
光
学
観
測
事
業
構
想
に
つ
い
て
、衛
星
搭
載
⾼
度
計
ラ
イ
ダ
ー
と⼩
型
光
学
衛
星
コン
ス
テ
レ
ー
シ
ョン
を活
⽤
・⾼
度
化
した
衛
星
三
次
元
地
形

情
報
⽣
成
技
術
の
開
発
・実
証
に
取
り組
む
ミッ
シ
ョン
を軸
に
お
い
た
、技
術
成
熟
度
を引
き上
げ
る
た
め
の
開
発
に
20
24
年
度
に
着
⼿
す
る
。

３
．
宇
宙
科
学
・探
査
に
よ
る
新
た
な
知
と
産
業
の
創
造

•
⽶
国
が
、同
志
国
との
国
際
協
調
の
も
と、

⽕
星
を
含
む
深
宇
宙
の
有
⼈
探
査
も
視
野

に
い
れ
た
ア
ル
テ
ミス
計
画
を
本
格
化

•
⽉
探
査
に
つ
い
て
は
、⽶
国
に
加
え
、中
国
、

イン
ド、
そ
の
他
の
新
興
国
も
取
り組
み
を
加

速
化
。国
際
競
争
が
激
化

•
ア
ル
テ
ミス
計
画
の
下
、国
際
協
⼒
に
よる
⽉
・⽕
星
探
査
を実
施
す
る。
有
⼈
与
圧
ロ
ー
バ
に
つ
い
て
は
、新
規
性
の
⾼
い
要
素
技
術
に
関
す
る開
発
研
究
及
び
実
証

等
の
フロ
ン
トロ
ー
デ
ィン
グ
活
動
を着
実
に
実
施
す
る
とと
も
に
、本
格
的
な
開
発
に
も
着
⼿
す
る
。⽉
周
回
有
⼈
拠
点
（
ゲ
ー
トウ
ェイ
）
に
つ
い
て
は
、我
が
国
が
強

み
を有
す
る機
器
の
提
供
の
た
め
に
、環
境
制
御
・⽣
命
維
持
シ
ス
テ
ム
等
の
開
発
を着
実
に
進
め
る
。

•
20
23
年
度
に
打
ち上
げ
た
⼩
型
⽉
着
陸
実
証
機
（
SL
IM
）
の
デ
ー
タ等
を解
析
す
ると
とも
に
、S
LI
M
技
術
を維
持
・発
展
させ
た
⽉
⾯
着
陸
技
術
(極
域
対
応
⾼

精
度
着
陸
技
術
等
)の
要
素
技
術
に
資
す
る開
発
研
究
及
び
実
証
に
取
り組
む
な
ど、
科
学
成
果
創
出
や
将
来
の
探
査
に
必
要
な
重
要
技
術
の
⾼
度
化
を
図
る
。

•
20
24
年
度
以
降
の
H
TV
-X
1号
機
、2
号
機
、3
号
機
の
打
上
げ
に
向
け
た
開
発
お
よび
運
⽤
を⾏
う。

４
．
宇
宙
活
動
を
⽀
え
る
総
合
的
基
盤
の
強
化

•
諸
外
国
や
⺠
間
に
よ
る
宇
宙
活
動
が
活
発

化
し、
競
争
が
激
化

•
宇
宙
活
動
の
⾃
⽴
性
の
維
持
の
た
め
、基

盤
強
化
の
重
要
性
、お
よ
び
制
度
環
境
整

備
の
必
要
性
が
⾼
ま
る

•
欧
⽶
に
加
え
、中
国
や
イン
ドに
お
い
て
も
、

⼿
厚
い
政
府
⽀
援
の
下
、ス
ター
トア
ップ
企

業
が
⼤
型
の
資
⾦
調
達
に
成
功

•
基
幹
ロケ
ット
の
打
上
げ
失
敗
等
に
つ
い
て
、原
因
究
明
結
果
を踏
まえ
た
対
策
を講
じ、
H
3ロ
ケ
ット
試
験
機
2号
機
に
つ
い
て
は
20
23
年
度
中
、イ
プ
シ
ロ
ン
Sロ

ケ
ット
実
証
機
に
つ
い
て
は
20
24
年
度
下
半
期
の
打
上
げ
を
⽬
指
す
。

•
宇
宙
空
間
の
安
全
で
持
続
的
な
利
⽤
を確
保
す
る
た
め
、ス
ペ
ー
ス
デ
ブリ
問
題
へ
の
対
処
の
重
要
性
、ス
ペ
ー
ス
デ
ブ
リの
低
減
と改
善
に
関
す
る
取
組
歓
迎
等
に
つ
い

て
、G
7広
島
⾸
脳
コミ
ュニ
ケ
に
盛
り込
ん
だ
。そ
れ
を踏
まえ
、宇
宙
交
通
管
理
の
国
際
的
な
ル
ー
ル
整
備
に
向
け
た
取
組
を進
め
る
。
また
、商
業
デ
ブ
リ除
去
実
証

技
術
CR
D
2の
打
上
げ
・運
⽤
に
向
け
て
引
き続
き取
り組
む
。

•
「宇
宙
技
術
戦
略
」を
20
23
年
度
中
に
策
定
す
る
。こ
れ
を踏
まえ
、1
0年
間
の
「宇
宙
戦
略
基
⾦
」を
活
⽤
し、
JA
XA
に
よ
る
⺠
間
企
業
、⼤
学
等
へ
の
技
術
開

発
⽀
援
を開
始
す
る
。ま
ず
は
当
⾯
の
事
業
開
始
に
必
要
な
経
費
を措
置
しつ
つ
、速
や
か
に
、総
額
1兆
円
規
模
の
⽀
援
を⾏
うこ
とを
⽬
指
す
。

•
JA
XA
を含
む
国
等
の
プロ
ジ
ェク
トの
実
施
に
際
し、
⺠
間
事
業
者
に
とっ
て
の
事
業
性
・成
⻑
性
を確
保
で
きる
よう
、契
約
制
度
の
⾒
直
しを
進
め
る
。

•
⾰
新
的
な
研
究
開
発
を⾏
うス
ター
トア
ップ
等
の
有
す
る
先
端
技
術
を
、社
会
実
装
に
繋
げ
る
た
め
の
⼤
規
模
技
術
実
証
（
SB
IR
フェ
ー
ズ
3）
に
お
い
て
、⼩
型
衛

星
を含
め
た
衛
星
リモ
ー
トセ
ン
シ
ン
グ
ビジ
ネ
ス
、⽉
⾯
ラ
ン
ダ
ー
、⺠
間
ロ
ケ
ット
、ス
ペ
ー
ス
デ
ブ
リ対
策
等
に
関
す
る
技
術
開
発
実
証
を進
め
る
。

図2：宇宙基本計画工程表（令和5年12月22日宇宙開発戦略本部決定）の概要
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図3：「宇宙基本計画」（令和5年6月13日閣議決定）冊子の表紙デザイン（Hi there氏による）


